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◎ごみ焼却処分に係る経費 9億 820万円【12,384円】
稲城市・狛江市・府中市と共同でごみを焼却している清掃工

場（稲城市にある多摩川衛生組合）の運営費などを支出しました。

■多摩川衛生組合負担金 9億 820万円
（財源：都補助金　3,500万円、一般財源　8億7,320万円）

◎不燃ごみ等に係る経費（環境センター）
1億 1,111万円【1,515円】

施設運営委託料5,556万円、施設改修工事2,404万円などを支
出しました。

◎その他の経費（人件費、清掃分室、リサイクルセンター等に
係る経費）

1億5,834万円【2,159円】

◎ごみ収集作業に係る経費 3 億 4,637万円 【4,723円】
ごみ収集委託料2億7,382万円、粗大ごみ収集等委託料2,070万

円、資源回収推進奨励金1,497万円などを支出しました。
■ごみ収集量（単位：トン）

（財源：都補助金　2,608万円、ごみ処理手数料等 1億5,598万円、
一般財源　1億6,431万円）

◎ごみ最終処分に係る経費 1億 5,171万円【2,069円】
25市1町が共同で焼却灰や不燃物を埋め立てている、日の出町

の二ツ塚広域処分場の運営費などを支出しました。
■広域処分場への年間搬入状況

■三多摩地域廃棄物広域処分組合負担金 1億28万円、埋立ご
み・プラスチック類等運搬委託料 3,200万円を支出しまし
た。

（財源：都補助金　2,400万円、一般財源　1億2,771万円）

環境のまち

221億9,101万円

《歳入の内訳（一般会計）》

市税の割合は、税制改革の影響もあり、平成16年度決算より約5％増
えています。
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平成17年度に市のお金がどのように使われたかをご理解い

ただくため、一般会計決算をお知らせします。市報7月20日

号では決算の概要を載せましたが、今回はポイントを絞り、

歳出の個別事業について特徴をあげながらお知らせします。

なお、平成17年度の「事務報告書」｢決算書」「決算審査意見

書」が、市役所情報公開コーナー、公民館、中央図書館、北･

南市民プラザで、閲覧できます。

行政管理課財政係　(内)223

衛　生　費

収集量 12,110 1,497 1,170 453 4,630 26 19,886
持込量 3,853 52 0 235 9 0 4,149
合　計 15,963 1,549 1,170 688 4,639 26 24,035

区分 可燃ごみ 不燃ごみ プラスチック類 粗大ごみ 資源ごみ 有害ごみ 計

焼却後の灰 894 771 89
不　燃　物 143 219 51
計 1,037 990 140

種　　　別 処分量(トン) 埋立量(m3) 搬入台数(台)

市民1人当たりのごみに係る経費は、年額22,850円(し尿処理費除く) 平成17年度の市のお金は
このように使われました

～一般会計の主な事業と経費～
注：◆（ ）の財源のうち、一般財源とは、市民税、固定資産税、地方交付税などで、使

い道が特定されず、どのような経費にも使用できる収入のことです。

◆国や都の補助金、使用料・手数料、利用者負担金､地方債など、あらかじめ使い道

が特定されている収入を特定財源といいます。

ポイント：国立市は、一般財源のうち、おおよそ４分の３が市税です。市民の皆さんには

市税の使い道として、財源のうち特に一般財源と地方債（償還は、後年度に市税

などの一般財源から負担することになります）に注目して、読んでみてください。

※【 】は、市民１人当たりの経費で、総事業費を平成18年３月末現在の外国人登録

を含む人口 73,339 人で割ったものです。（１円未満は、四捨五入）

積立金（1.4％）2億9,954万円 維持補修費（0.8％） 
1億7,634万円 
貸付金（0.1％） 

2,970万円 

人件費（22.4％） 
49億1,132万円 

扶助費（20.2％） 
44億1,347万円 物件費 

（14.9％） 
32億5,285万円 

繰出金 
（15.1％） 
33億701万円 

補助費等 
（13.0％） 
28億3,779万円 

人件費（22.4％） 
49億1,132万円 

扶助費（20.2％） 
44億1,347万円 物件費 

（14.9％） 
32億5,285万円 

繰出金 
（15.1％） 
33億701万円 

補助費等 
（13.0％） 
28億3,779万円 

公債費（6.9％） 
15億1,495万円 
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11億3,736万円 

218億8,033万円
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《人口と市税収入の推移》

平成8年度以降、人口が1,000人規模で増加していましたが、ここ数
年伸び悩んでいます。市税収入もほぼ横ばい傾向となっています。前
年度に対しては、約3億5,000万円増加しました。

グラフは、中央線沿線市や国
立市と人口等の規模の類似し
ている市と比較したものです。
市民1人当たりの歳入は、高い
市では約42万円、低い市では
約27万円とかなりの差があり
ます。（17年度決算統計より）
※国立市は26市中高い方から
数えて17番目となります。

普通交付税とは…地方交付税
のうち、災害等特殊事情に
対応するために交付する特
別交付税を除いた、地方税
等の収入の地域間格差を補
てんするため、国税の一定
割合を財源不足団体に交付
するもの。

《市民1人当たりの歳入 他市との比較》

（普通会計決算額：公立学校施設整備資金貸付金繰上償還分 2,929万円を除く）
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注）このグラフは、住民基本台帳人口（外国人登録含まず）を使っています。

福祉のまち～安心といきがいのあるまちづくり～
民　生　費

基金（市の貯金）

平成17年度末の市の貯
金（基金）は合計約51億
1,927万円で、市民1人当
たりの貯金は約7万円にな
ります。
基金で一番多いのは財

政調整基金 12億1,173万
円で、これはいざという
ときのために積み立てた
貯金にあたります。
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主な基金残高の推移
◎地方債の元利償還金
15億 4,410万円【21,054円】

（内訳：元金　12億6,640万
円、利子　2億7,770万円)
建設経費の財源や減税によ

る税収減補てんなどのため、
国や東京都などから過去に借
り入れた長期の借入金（地方債）
の元金と利子を支払いました。
（財源：谷保緑地建設事業費

負担金　629万円、
一般財源　15億3,781
万円）

公　債　費
◎基金積立金 2億 9,955万円 【 4,084円】
さまざまな目的のために積み立てている

資金（基金）の元金や利子を積み立てまし
た。特に、将来の支出に備え、財政調整基
金や職員退職手当基金に元金の積み立てを
行いました。
※右の「主な基金残高の推移」グラフも参
考にしてください。

（財源：開発行為に伴う財政協力金　1,490
万円、受託水道事業特別会計繰入
金 2,125万円、基金利子　281万
円、旧道路および水路売払収入
1,659万円、一般財源　2億4,400
万円）

諸 支 出 金
◎コミュニティバスの運行経費

2,032万円 【277円】
運行日数365日
（平成17年4月1日～

平成18年3月31日）
■利用状況
一日運行本数　27本
利用者合計数　231,152人
一日当たりの利用者数

633人
■運行経費補助金 1,406万円

（財源：都補助金　400万円、
一般財源　1,632万円）

総　務　費
◎東京都消防委託金
9 億 7,411万円 【13,282円】
国立市の常備消防（立川消

防署の2カ所の出張所）につ
いて、東京都との協定に基づ
き委託金を支払いました。
■常備消防の出動状況
火災　31件
救急　3,181件

（救急は、平成17年1月～
12月分）

（財源：都補助金　9,842万
円、一般財源　8億
7,569万円）

消　防　費

◎一人暮らしと在宅高齢者福祉対策事業 1億 1,934万円【1,627円】
■利用状況 高齢者食事サービス　 4,590万円　

対象者　427人　延べ　60,189食
一食当たり　763円

（財源：都補助金　4,911万円、本人等負担金　429万円、一般
財源　6,594万円）

◎高齢者の生きがい事業 2,932万円【400円】
■利用状況 デイホーム事業　 1,303万円　

登録実人員　79人
実施日数　248日　利用延人員　2,924人

（財源：都補助金　1,173万円、一般財源　1,759万円）

◎在宅介護支援センター事業 3,189万円【435円】
在宅の要介護高齢者等およびその介護者に対し、保健・医療・
福祉サービスの相談等の支援をしました。
（1）相談件数（保健・医療・福祉・その他） 1,201件
（2）訪問相談　　　　　　　延べ訪問件数　 562件
（3）利用手続き件数　　　　 495件

（財源：国・都補助金　1,503万円、一般財源　1,686万円）

◎老人医療の経費 3億 397万円【4,145円】
老人医療費の公費負担分として、老人保健医療特別会計へ繰り
出し（他の会計への支出）をしました。
（財源：国・都支出金　466万円、一般財源　2億9,931万円）

◎介護保険特別会計繰出金 5億 2,120万円【7,107円】
介護給付費として3億7,851万円、事務費として1億4,269万円

を支出しました。
（財源：一般財源　5億2,120万円）

◎障害者（児）支援費事業 8億5,210万円【11,619円】
居宅生活や施設入所等の支援を行いました。
■支援費支給申請および支給決定人数（実人員）

（財源：国・都支出金　5億106万円、一般財源　3億5,104万円）

◎心身障害者（児）福祉手当 2億 88万円【2,739円】
■受給者数 1,218人
■受給者1人当たり　　約16万円

（財源：都負担金　1億2,810万円、一般財源　7,278万円）

◎国民健康保険特別会計繰出金 8億6,133万円【11,745円】
主に、赤字補てん分として7億4,717万円、人件費および事務費

として1億1,416万円を繰り出し（他の会計への支出）しました。
■被保険世帯数 15,323世帯　■被保険者数 26,398人

（財源：国・都負担金　8,562万円、一般財源　7億7,571万円）

◎保育所での保育 20億 2,039万円【27,549円】
0歳児から5歳児までの児童を市内（11園）および市外（31園）

の保育所で保育しました。
■平成17年度月平均入所児童数　計　1,111人
0歳児　　 77人　　1歳児 139人　　2歳児　　208人
3歳児　　217人　　4歳児　　228人　　5歳児　　242人
■入所児童1人当たり　約182万円（うち約24万円は本人負担）

（財源：国・都支出金　5億1,669万円、本人等負担金　2億
6,843万円、一般財源　12億3,527万円）

◎学童保育所の運営 1億4,595万円【1,990円】
小学校1年生から3年生までの留守家庭の学童を、放課後や休

み期間中に学童保育所で預かり、健全育成しました。
■学童保育所設置数 7カ所　■在籍児童数 531人
■在籍児童1人当たり　約27万円（うち約3万円は本人負担）

（財源：都補助金　2,255万円、本人負担金　1,578万円、
一般財源　1億762万円）

◎乳幼児医療費助成 1億1,234万円【1,532円】
乳幼児を養育している方に対し､医療費の一部を助成しました。

（財源：都補助金　5,452万円、一般財源　5,782万円）
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《民生費の内訳》

申請者数 支給決定者数
身 体 障 害 者 95 95
知 的 障 害 者 153 153
障 害 児 41 41
合　　計 289 289

■多摩川衛生組合
への年間搬入状況

搬入量 18,842トン

焼却量 18,786トン

鉄回収量 56トン

～環境を大切にするまちづくり～

219億962万円

（目的別）歳出 歳出 歳出 

教育のまち～教育を尊重するまちづくり～

発展するまち～個性と活気があふれるまちづくり～

教　育　費
◎小学校の管理運営経費 5億 1,710万円【7,051円】
■1校当たり　6,464万円
※都から支給される教職員の給与分は含まれていません。

（財源：国・都補助金　1億2,129万円、行政財産使用料
1万円、一般財源　3億9,580万円）

◎中学校の管理運営経費 3億 2,561万円【4,440円】
■1校当たり　1億854万円
※都から支給される教職員の給与分は含まれていません。

（財源：国･都補助金 5,369万円、行政財産使用料　6万
円、一般財源　2億7,186万円）

◎くにたち文化・スポーツ振興財団関係経費
3億 9,892万円【5,439円】

市民芸術小ホール、市民総合体育館、郷土文化館の管
理運営費として、委託料、補助金を支出しました。
（財源：都補助金　120万円、施設使用料　5,018万円、

土　木　費 進ちょく状況により負担額が増加する見込みです。
（財源：地方債　2億6,000万円、鉄道連続立体交差化整備基金

8,000万円、多摩らいふ継承事業推進対策費交付金 480
万円、一般財源 1億6,772万円）

◎公園の整備･管理 2億4,599万円【3,354円】
ママ下湧水公園用地買収費1億277万円、公園緑地等維持

管理委託料 6,781万円などを支出しました。
（財源：国・都補助金　3,597万円、地方債　5,600万円、公

園等使用料　2,352万円、一般財源　1億3,050万円）

◎下水道事業特別会計繰出金 16億 3,210万円【22,254円】
公債費（下水道施設建設のための地方債の元利償還金）の

財源として14億882万円、雨水処理経費として1億6,506万
円などについて、繰り出し（他の会計への支出）をしました。
（財源：全て一般財源）

◎中央線連続立体交差事業負担金 5億 1,252万円【6,988円】
※東京都への負担金総額は、53億円にのぼり、今後工事の

一般財源　3億4,754万円）

◎図書館の管理運営経費 2億 3,485万円【3,202円】
■蔵書：36万6,625冊
■貸し出し：市民1人当たり8.0冊

（財源：都補助金　89万円、図書館コピー代　57万円、
一般財源　2億3,339万円）

◎私立幼稚園園児保護者等補助事業
1億 793万円【1,472円】

保護者の負担を軽減し、教育の充実・発展を図るた
め、補助金を支出しました。
■主な支出
私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金
延べ13,712人（月平均1,143人） 6,646万円
私立幼稚園就園奨励費補助金　471人 3,551万円
私立幼稚園等運営費補助金 610万円

（財源：国・都補助金　3,433万円、一般財源　7,360万
円）

民生費（37.3％） 
 81億6,856万円 

土木費 
（14.0％） 
 30億7,066万円 

衛生費 
（10.3％） 
22億5,341万円 

総務費 
（11.9％） 
26億564万円 

教育費 
（11.3％） 
24億6,902万円 

民生費（37.3％） 
 81億6,856万円 

土木費 
（14.0％） 
 30億7,066万円 

衛生費 
（10.3％） 
22億5,341万円 

総務費 
（11.9％） 
26億564万円 

教育費 
（11.3％） 
24億6,902万円 

公債費（7.0％） 
15億4,425万円 

消防費（4.8％） 
 10億4,775万円 

諸支出金（1.5％） 
3億2,672万円 

議会費（1.3％） 
2億8,406万円 

その他（0.6％）
 1億3,955万円 

～防災行政無線にご理解・ご協力を～　市民の安全確保のため、市民の生命に危害が及ぶような事態が発生したときは、防災行政無線で緊急連絡をします。地域防災課（内）348

財政と行財政改革特集⑤
～ 平成17年度決算のポイントをお知らせします ～～ 平成17年度決算のポイントをお知らせします ～

財政と行財政改革特集⑤




